

















本稿が対象とする ｢応急住宅対策｣ とは,    年９月４日に閣議決定された ｢罹災都市


















１) 住宅金融公庫 『住宅金融公庫十年史』     年,
３頁｡
２) 以下, ｢要綱｣ の内容については, ｢罹災都市
応急簡易住宅ニ関スル件｣     年９月４日











ル事項｣ などである｡     年１月１日, 内務省
国土局と統合して建設院 (    年に建設省と改
称) となった｡





会 『住宅問題』 相模書房,     年) をはじめと
して, 前掲 『住宅金融公庫十年史』, 建設省











































営団が  万石 (   ％), その他が  万石 (   
％) である｡ ただし, 前田氏自身が断りを入
れているように, これらの数値は木材 (しか
も木材を生産している県の自県内建設向け)
の配給量であり, 必ずしも ｢簡易住宅｣ 建設
の実績を正確に反映しているとはいえない｡





















立教経済学研究 第  巻 第４号     年  
所 『福祉国家６日本の社会と福祉』 東京大学出
版会,     年, 本間義人 『現代都市住宅政策』
三省堂,     年, 同前 『戦後住宅政策の検証』
信山社,     年などに共通している｡
６) 前田昭彦 ｢占領期の住宅政策・住宅運動と営
団閉鎖｣ 『幻の住宅営団』 日本経済評論社,     



















建設主体は ｢要綱｣ の原則通り ｢罹災者各自｣
であったと考えられる｡ 一方, ｢公営住宅の
端緒｣ である国庫補助の都営 ｢簡易住宅｣ は,    年度の時点で    戸に過ぎず  ), 住宅
営団の ｢セット販売｣ 戸数と比べて大幅に少
ない｡ また, 住宅営団のみならず, 東京都も
｢簡易住宅｣ 建設用の部材一式を都内６か所
の引渡場所で罹災者に販売していた  )｡ 価格
は１戸型 (  坪)     円, ２戸型 (   坪)    円, ４戸型 (   坪) １万    円 (２
































立てている｡  ) 住宅営団 『加工品其他販売要綱』     年, １
頁 (西山卯三文庫所蔵)｡
表１ 住宅営団の住宅供給実績 (東京都, 1945年度)


































































立教経済学研究 第  巻 第４号     年  
  ) 建設省住宅局 『住宅年鑑    』 彰国社,     
年,   ‒  頁｡  ) 小林一三 ｢戦災復興について｣ 『復興情報』
２巻１号,     年１月, １頁｡  ) ｢巻頭言｣ 『復興情報』 ２巻１号,     年１月,
１頁｡  ) 阿部美樹志 ｢戦災復興に関する一考察｣ 『復
興情報』 ２巻４号,     年４月, １頁｡
  ) 大本圭野 『[証言] 日本の住宅政策』 日本評
論社,     年,    ‒   頁｡ 戦災復興院の応急
住宅対策に関する証言は以下の通り｡











たんです｡｣  ) 加藤恭平 ｢罹災都市に於ける住宅復興｣ 『復




























見であった｡ また, 設計については, ｢最モ
簡素ニシテ且大量生産ニ適スルモノ｣ とする



























なり, 大運送 (主に鉄道輸送) の問題と合わ
せて小運送の困難が資材供給上の制約要因と
なっていた｡    年  月  日現在の神奈川県を例に挙げ
ると  ), ｢簡易住宅｣ 建設用木材の部品１万    戸分が契約済みであったが, そのうち
第二次世界大戦直後の応急住宅対策   
  ) 前掲 『[証言] 日本の住宅政策』    頁｡  ) 業務局住宅建設課 ｢越冬対策としての三十万
戸計画及びその進捗状況｣ 『復興情報』 創刊号,    年  月,   頁｡  ) 建築局住宅課 ｢昭和二十一年三月末に於ける
住宅の復興状況｣ 『復興情報』 ２巻７号,     
年７月,   ‒  頁｡ 復興率は罹災戸数に対する
供給戸数の割合である｡  ) 前掲 ｢越冬対策としての三十万戸計画及びそ







不円滑が第一の隘路｣ であり, ｢(横浜) 市内
に見かける六坪二合五勺も屋根を葺いただけ
































まい｣  ) と指摘されるように, ｢大運送｣ (生






















立教経済学研究 第  巻 第４号     年  
２号,     年２月,   ‒  頁｡  ) 農林省大臣官房経済課 『資材統制と農林産業』
(第二分冊)     年,    ‒   頁｡  ) 前掲 ｢罹災都市に於ける住宅復興｣ ９頁｡  ) ｢越冬対策応急簡易住宅建設用木材の供出配




































































(廃案)｣     年９月 (『昭和二十年 公文雑纂
内閣・次官会議関係 (一) 巻七ノ一』 国立
公文書館所蔵)｡  ) ｢復興現地報告 東海・北陸｣ 『復興情報』 ２



















































として, 公営賃貸形式の ｢簡易住宅｣ が一定
の役割を果たしたこともまた事実であろう｡
とはいえ, 絶対的に住宅が不足している状









立教経済学研究 第  巻 第４号     年  
綱｣ 『復興情報』 １巻１号,     年  月,   頁｡  ) ｢国民の声 特殊預金を住宅資金に｣ 『復興情
報』 １巻１号,     年  月,   頁｡  ) ｢個人ニ対スル住宅復興資金特別融資要綱｣
『復興情報』 １巻１号,   頁｡  ) ｢五大都市市長懇談会より政府へ陳情｣ 『復興
情報』 １巻１号,     年  月,   頁｡  ) 建設省住宅局住宅建設課 『昭和  ,   ,   年
度木造新築庶民住宅実態調査』     年,    ‒   
頁｡
  ) 前掲 『住宅資金の諸問題』 １頁｡  ) 小林一三 ｢住宅問題 (三)｣ 『復興情報』 ２巻
２号,     年２月, ９頁｡  ) 住宅企画課 ｢公共団体等による貸家貸間の供
給計画｣ 『復興計画』 ２巻１号,     年１月,
８頁｡
令｣  ) が発せられ, ｢  万戸計画｣ とは別の方
























評価される ｢簡易住宅｣ ではなく, 住宅営団
等の資材販売を通じて罹災者自身の手でなさ

























公営賃貸形式の ｢簡易住宅｣ が, 敗戦直後の
多くの罹災者が要望する住宅供給の形式とな





















解説』     年｡  ) 前掲 ｢公共団体等による貸家貸間の供給計画｣
８頁｡
